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要旨：公共財のようなある種の性質をもった財を も効率的に供給する主体として、ど

のような行動原理に基づく組織が社会的に望ましいのかを、民間営利企業、民間非営利

組織(NPO)ならびに政府部門について簡単な理論モデルを用いて比較検討する。 

 

キーワード：企業フィランソロピー、NPO、公益財、社会的便益、 
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１．序 

 

 少子高齢社会にとって、乳幼児の保育や高齢者の介護などは、ますます重要となる分

野であるが、それらがどのような主体によって供給されることが適切かは議論されるべ

き問題である。 

本稿では、公共財のようなある種の性質をもった財を も効率的に供給する主体とし

て、どのような行動原理に基づく組織が社会的に望ましいのかを、民間営利企業、民間

非営利組織(NPO)ならびに政府部門について簡単な理論モデルを用いて比較検討する。 

生産物は製品差別化された私的財と公益財を考える。公益財とは公共財の性質を含む

いくつかの性質を持つ財の概念である。消費者が各財の消費から得られる便益は、その

財の質と量という二つの要因に依存すると考える。財の質を向上させるための要素の投

入は、顧客に関する情報の収集やノウハウの蓄積などを考えるが、複数の財を供給して

いる主体にとっては、それぞれの生産に共通な公共財的なものとして用いられる。民間

企業の営利活動は利潤 大化を目的とし、民間非営利活動ならびに政府部門については、

いくつかの制約の下で社会的便益 大化を目的として設定する。 

 

 

２．社会システムと公益財 

 

 個人や企業など社会を構成するさまざまな主体の行動原理、あるいは各種の制度など

により、社会は市場システム、政治システム、インフォーマルシステムに分けて考える

ことができる。 

 市場システムとは、価格を媒介とした、個人ならびに企業などの法人・組織の自由意

思による経済取引の場とその仕組みを指す。そこでは当事者の自由な意思でさまざまな

契約が結ばれ、多くの場合、貨幣の支払いをもって取引が完結、すなわち決済がなされ

る。参加者の動機は、企業であれば利潤や売上高あるいはシェアの 大化、個人や家計

であれば効用 大化が主たるものである。我々の日常生活に要するさまざまな財・サー

ビスを誰が、どれだけ、どのように作るか、そしてそれをどのように分けるかという「経

済の基本問題」のかなりの部分が市場システムで効率的に解決されている。 

 政治システムとは、国家や自治体などを行動主体とし、法体系、各種の規制などを含

んだ制度とそれに基づいた行動の仕組みを指す。日本をはじめ多くの国では議会制民主

主義を基礎とし、個人や法人の直接的な自由意思ではなく、場合によっては強制をとも

なう。政治システムは市場システムが有効に作用するようにその枠組みを補完するとと

もに、市場システムでは解決できないさまざまな問題に対処する。具体的には国防や治

安の維持、外交、社会的弱者の救済、所得の再配分などを行う。 

 インフォーマルシステムとは、人間の愛と相互性に基づき、社会的な慣習や暗黙の契
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約によって保たれている秩序の中での行動とその仕組みを指す。そこでの行動主体は

NPO や個人ボランティア、フィランソロピー活動を行っている営利企業などの民間非営

利セクターであり、政治システムとともに、営利活動に基づく市場システムを補完する

役割を果たしている。市場システムや政治システムでは十分に供給されない社会的ニー

ズを正しく把握し、分野によってはもっとも効率的に必要な財・サービスが供給できる

経済主体として期待されている。インフォーマルシステムにおける民間非営利セクター

は人々の価値観の多様化と社会が複雑化を背景に、その重要性はますます高まってきて

いるといえよう。 

 市場システムと政治システムが重なる部分は、たとえば社会保障のもとで機能する医

療システムである。政治システムとインフォーマルシステムが重なる部分は、公的福祉

とボランティアの協力による高齢者介護などがあり、インフォーマルシステムと市場シ

ステムが重なる部分は企業によるフィランソロピーなどが挙げられる。 

 市場システムならびに政治システムを補完する目的で、インフォーマルシステムのな

かで供給されることが望ましいと思われる財をここでは公益財と呼ぼう。公益財の性質

としてたとえば以下のようなものが考えられる。（１）非競合性：ある主体によるその

財の消費が他の主体の消費を妨げないことをいう。このような財は多くの人々が同時に

同じ財を消費することが可能であり、消費者間での競合関係はない。（２）排除不可能

性：特定の人々をその消費から除くことが技術的に不可能であることをいう。このよう

な財はひとたびそれが供給されたならば、誰でも自由に消費することが可能である。

（３）地域性：地域的な差異あるいは独自性が大きいことである。（４）専門性：広範

で高度な専門的知識が要請されることである。（５）大規模性：個人の観点からすると

規模が大きく、また分割不可能であることを意味する。（６）長期性：短期的な便益や

利潤をもたらすというよりも、かなりの長期間、それも現在の世代だけではなく将来の

世代まで考慮に入れるべきことを意味する。以上の性質のうち（１）および（２）を満

たす財が純粋公共財と呼ばれている。 

 

 

３．モデル 

 

３－１．生産技術と評価 

 

財の種類として 1私的財、1 公益財、１生産要素を考える。私的財と公益財は製品差

別化されており、質の異なる財が無限に存在し得るとする。私的財の生産関数ならびに

価格関数（逆需要関数）を次のように表す。 

)( xafx                          （１） 

  ),,( zaxp                         （２） 
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は私的財の数量を表し, とxa zax はそれぞれ私的財の量を増加させるための生産要

。（１）の生産関数は、私的財素投入量と財の質を高めるための生産要素投入量を表す

の量と生産要素の投入量との関係のみを示したものである。私的財の価格は、私的財の

数量と、質を高めるために企業が投入した要素の量に依存している。 はシフトパラメ

ーターであり、以下で仮定するように、私的財の質についての評価の度合いを表してい

る。 

 公益財については、生産関数ならびに社会的な評価関数を考える 

   

 )(                     （３） yagy 

),( zayb                         （４） 

y は公 とya za益財の数量を表し、 はそれぞれ公 せるための生産要

素の投入量と質を高めるための産要素投入量を表す。  

数と社会的評価関数について

定１． 私的財の生産関数 は微分可能であり、

益財の量を増加さ

 私的財生産関数と逆需要関数、ならびに公益財の生産関

以下の仮定をおく。 

 

f 0",0'  ff仮 。 

定２． 私的財の価格関数

 

p は微分可能であり、 仮
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定３． 公益財の生産関数 は微分可能であり、g 0",0'  gg仮 。 

定４． 公益財の社会的評価関数 は 1次同次で微分可能であり、 
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私的財の供給は、民間企業による利潤 大化行動としてなされる。利潤 大化問題は 

以下のように定式化される。 

  ()(),,( xxz awafaxp  )za                     （５） 

で は生産要素の価格であり ここ 、所与とする。 (),,( z afaxpw )x は民間営利企業
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にとっての収入であり、次の仮定をおく。 

 

は生産要素 およびxa za)(),,( xz afaxp 仮定５． 収入関数 について凹である。 

利潤 大化の 1階の条件は以下である。 

                  （６） 

 

0''  wffppf x

 0 wfpz                     （７）  

 条件から利潤 大 の関数として1階の 化の意味での 適な要素投入量が、要素価格w

導かれ、それらをそれぞれ )(wax 、 )(* * waz と表す。 

 公益財の供給にはいくつかの定式化が考えられる。 

(i) 一定支出のもとで社会的便益の 大化を図り、対価の徴収はない。 

。対価を徴収し、支出額と一致

 

 

支出のもとでの社会的便益 大化 

益 大化問題として定式化される。 

 

ここで は公益財供給のた の制約の下に、

社会的便 大化するように公益財の数量を増加させるための 要素 と質を高

(ii)独立採算原理の下で、社会的純便益の 大化を図る

させる。社会的純便益とは、社会的便益から生産費を引いたものである。

それぞれの場合について、公的部門が供給する場合と民間部門が供給する場合を比較

検討する。 

３－２．一定

 

政府部門の行動については次のように社会的便

maawtosubject

aagb

zy

zy

 )(

}),({max
              （８） 

 めの予算額である。政府部門は、予算mm

益を 生産 y

めるための生産要素

a

za の投入量を決定する。 大化の１階の条件は以下である。 

0'  wgby                        （９）      

0 wbz   

                                    （１１） 

であり、ここでλは から 

                      （１０） 

maaw zy  )(

ラグランジュ乗数である。（９）および（１０）式

  1y
                    （１２） 

'

zb

gb
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となる。すなわち 2 種類の生産要素の技術的限界代替率が要素価格比に等しいというこ

、ことであり の場合は要素価格が同じなので１となる。これらを とya za

a

について解く

ことにより、一定の支出制約のもとで社会的便益 大化の意味での 適な要素投入量が、

要素価格wと予算額m の関数として導かれる。それらを ,(** way 、 ),(** mw)m z と表

す。 

る生産

 民間非営利組織（NPO）は、量に関する生産要素はボランティアにより通常よりも低

い価格で投入することができると考える。一般の要素価格 に対して NPO は、量に関す

要素を価格

w

wv  で投入できるとする。質に関する要素は、他の組織と同様に価

               （１３） 

 1 階の条件は 

   

格wで投入するとする。これは、質に関する要素は、顧客に関する情報や専門知識、ノ

ウハウなどであるので、一般的にボランティアによる供給が困難であると考えられるた

めである。 

 一定支出の下での社会的便益 大化問題は以下のように定式化される。 

   
aagb }),({max

mwavatosubject

zy

 zy

1
'


w

v

b

gb

z

y
                    （１４） 

 これらの条件および仮定３、４から以下の命題が導かれる。 

命題１．一定支出の下で社会的便益 大化行動に基づき公益財を供給する NPO は、政府

関する生産要素の投入

大小関係は不定で、ボランティアにより低価格で投入できることの代替効果と所得効

財生産と同時に、一定予算のもとで公益財を供給する場合

は、以下のようないくつかの定式化が考えられる。 

 

部門による供給に比べて、量ならびに社会的便益は大きい。質に

の

果の大小関係に依存する。 

 

 民間営利企業は利潤 大化を目的として私的財生産を行っている。企業フィランソロ

ピーのように民間部門が私的

に

(i)利潤 大化から導かれた生産要素 )(* waz を公益財の生産に投入する場合 

 民間企業が利潤 大化のために集めた顧客に関する情報やノウハウの蓄積を、そのま

ま無償で公益財の生産に用いると考える。このときの民間企業の行動は次のように定式

化される。 
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              （１５） 

大化の 1階の条件は 

)(

)]([

* waa

mwaaawtosubject

zz

zzy





}),({.max

*

aagb zy

 

0'  wgby                        （１６）         

0 wbz                           （１７）   

 これを、公的部 生

産のための予算が

mwaz )](*                             （１８） aaw zy [

門が公益財を供給した場合と比べると、内点均衡であれば、公益財

)(* wwaz だ ナー均け増加したのと同じ効果を持つことがわかる。コー

衡であっても仮定 4 から 0zb であるので、民間企業が公益財を供給した方が社会的便

 

命題２．一定支出の下で社 益 大化行動に基づき公益財をフィランソロピーとし

て供給する営

益は高い。 

会的便

利企業は、政府部門による供給に比べて、社会的便益は大きい。 

ィア価格 と質のための生産要素投入量

 

 NPO と企業フィランソロピーによる供給のどちらの社会的便益が大きいかは、ボラン

*v zaテ に依存し、不定である。 

財の供給を表している。図 1 は、企業フィランソロピーによる供給の方が NPO によるも

おり、 ボランティ

 図１および２において、G は政府、F は企業フィランソロピー、N は NPO による公益

のよりも社会的便益が大きい場合を示して 営利企業のもつノウハウが

アによる低価格労働の効果よりも高い。他方、図２は、NPO による供給の方が企業フィ

ランソロピーによるものよりも社会的便益が大きい場合を示しており、ボランティアに

よる低価格労働の効果営利企業のもつノウハウよりも高い。 
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図１． 

 

 

図２． 

 

 

(ii)利潤 大化のための要素投入の一部を公的予算から支出する場合 

 民間企業が、公益財生産のために与えられた公的予算を用いて投入した生産要素を、

潤 大化を目的とした私的財生産に用いると考える。このときの民間企業の行動は次利
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のように定式化される。 

)(

][

waa

maawtosubject

zz

zy

zy



}),({.max

*

aagb

                    （１９） 

 

社会的便益 大化の 1階の条件は、政府部門による公益財供給と同じく 

0'  wgby                           （２０）      

0 wbz                            （２１） 

 内点均衡のときには、政府部門が公益財を供給した場合と同じ および

aaw zy  )( m                                        （２２） 

),( mway
**

),(** mwaz になる。しかし（２０）～（２２）式を満たすような za の水準が *a )(wz よ

きにはコーナー均衡となり、実際の投入はりも小さいと )(* waz な

する場合より に投入

されているためである。 

ので、政府部門が供給

も社会的便益は低くなる。これは質を高めるための要素が非効率的

 

図３． 
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 したがって、すでに情報やノウハウなどの蓄積が十分な民間企業が、公益財を供給す

る場合には公的部門よりも効率的に行うことが可能であるが、公的予算が私的利潤のた

めに非効率的に用いられることも考えられる。 

 こうした公的部門と民間部門における効率性の相違は、民間部門が利潤 大化のため

に供給する私的財に対する消費者の評価に依存する。 

 

補助定理１. 仮定１、２および５のもとで消費者が私的財の評価について質をより重

視するならば、利潤 大化行動をとる企業による量のための要素投入量ならびに質のた

めの要素投入量は増加する。 

 

証明．利潤 大化の 1 階の条件（６）（７）をシフトパラメーターαで微分することに

より次の連立方程式が得られる。 

















 fp

d

dafpfp zzzzx 


'

 

























  fpd

da
fpffpffpfppf

x

zxxxx  '''"'2" 22
 

仮定 5 から係数行列の行列式は正であるので、この連立方程式を解くことにより

0
d

dax 0
d

dazおよび が得られる。             （証明終了）  

公益財に関する社会的便益は、公益財の質および量の双

の向上により増加する。         

証明． 補助定理により、質がより重視されることにより、質のための要素投入量

 

命題３．仮定１～５のもとで、私的財について質がより重視されるなら、一定予算の下

で民間企業によって供給される

方

 

)(* waz

は増加する。社会的便益 大化の 1 階の条件（１６）～（１８）式を )(* waz で微

ことにより次の連立方程式が得られる。 

分する
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仮定２および 3 の下でこれらの式を解くことにより







 da

*

0
*


z

y

da

da
、 0

*


z

z

da

da
が得られる。        

（証明終了） 

 

３－３．  独立採算原理の下での純社会的便益 

 

 公益財の供給に関し、ある一定の社会的便益の水準

 

b を達成するための費用 小化問

門と、 の供

素

題を考える。その際、質を高める要素について、政府部 私的財 給に用いた要

*
za を使うことのできる民間営利企業とでは異なる状況である。政府部門につ

 

いては 

 

baagbosubject zy ]),([t

aaw zy
aa zy




)(min
0,0

             （２３） 

なる。営利企業に関しては と

baagbtosubject

aaaw zzy
aa zy




)(min *

0,0              （２４） 

と  

zy ]),([

なる。

1 階の条件はどちらも 

 1
'


z

y

b

gb
                    （２５） 

である。すなわち 2 種類の生産要素の技術的限界代替率が要素価格比に等しいというこ

とであり、この場合は要素価格が

 問題（２３）の解を、政府部門による要素需要関数 

、

同じなので１となる。 

)(baG )(baG                  （２６） y z
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として表す。また問題（２４）の解を、営利企業による要素需要関数 

   、)(baF
y )(baF

z                  （２７） 

  

として表す。 

 NPO に関しての問題は 

bagb ][ atosubject zy

aa zy 

),(

0,0
             （２８） 

  

wava zy min

となり、1階の条件は 

1
'


w

v

b

gby

z
                    （２９） 

 この問題（２８）の解を、NPO による要素需要関数 

、

となる。 

)(ba N
y )(ba N

z                   （２９） 

これらによって、それぞれの組織体による社会的便益を実現するための費用関数

が定義される

                （３０） 

                （３１） 

                （３２） 

きるた 分だけ政府部門よりも低い。 

  

 また NPO は、量のための生産要素をボランティアなどを用いて低価格で投入すること

ができるため、費用はその分だけ政府部門よりも低い。 

  

 

補助定理２．仮定３および４のもとで 

によって表す。 

)(bC 。 

)]()([)( babawbC G
z

G
y

G 

)]()([)( babawbC zy  FFF

)]()([)( babawbC N
z

N
y

N 

営利企業は、私的財の供給に用いた、質を高めるための生産要素を投入することがで

め、費用はその

0),()(  bbCb FCG             （３３） 

0),()(  bbCb NCG             （３４） 

政府部門、営利企業、NPO ともに費用関数に関して以下が成立する。 

 

 11



   

動について考察する。公益財

に対する逆需要関数を、公益財の社会的便益関数

0,0)(",0)('  CbCbC GG )(",0)(',0)(",0)('  bCbCbCb NNFF

  

公益財に対する対価を徴収し、独立採算原理の下での行

の公益財の数量 y),( zayb についての

偏導関数として考える。 

入と支出が一致することなので 

                 （３６） 

制約が満たされるように供給水準が決定される。 

 

               （３７） 

と表される。この純社会的便益を各供給主体について比較する。独立採算の制約である

社会的便益の

水準をそれぞれ 、

が政府部門による供給よりも大きい。すなわち 

 

との比較に 一般に大小関係は確定できない。また、

界費用が逓減するような場合には命題２の主張は一般に成立しない。 

４．政策的合意 

益財の供給に際し、民間営利企業は、利潤 大化を目的とした私的財の供給に関し

て質を高めるために投入した要素を利用することができるとすれば、消費者が財の質を

する程、民間企業によって一定予算の下で供 れる公益財、ならびに独立採

),(                      （３５） zy ayb

 独立採算原理は、公益財についての収

)(),( bCyayb zy 

という

純社会的便益は、公益財による社会的便益の値から、それを実現するための費用を引

いた値と定義される。すなわち 

   )(),( bCayb  zy 

（３１）式を満たすような、政府部門、営利企業および NPO の供給による

*Gb *F 、 *Nb とする。 b

 

命題４．独立採算原理の下での公益財の社会的便益および社会的純便益は、ともに営利

企業あるいは NPO による供給の方

  )()( *** FFFGGG bCbbCb   , *** GF bb 

  )()(, ****** NNNGGGNG bCbbCbbb   

 ただし、営利企業と NPO ついては、

限

 

 

公

より重視 給さ

 12



 13

原理によって供給される公益財に関する社会的便益は増加することが示された。これ

営利活動を行っていない民間非営利組織については、ボランティアなどにより、財の

を増加させる要素が比較的低費用で利用可能であれば、政治部門より効率的な公益財

る。 

 

Sh

算

は社会全体が豊かになり、個人の選好が多様化した時代になればなるほど、営利企業に

よるフィランソロピー活動の効率性が高まることを意味している。 

量

の供給が可能とな

したがって、どのような組織による公益財の供給が望ましいかは、それぞれの分野の

特質、ある意味での成熟の度合いに依存しているといえよう。本稿はきわめて単純なモ

デルではあるが、NPO 法人や企業の社会貢献活動、個人の寄付に対する税制優遇措置に

関する問題、あるいは特定分野に対する参入制約に関する問題について、一つの論点を

示唆するものといえよう。 
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